
「清流の国ぎふ森林・環境税」の
制度案（令和９～１３年度）

岐阜県は、県土の81％を森林が占め、そこから流れ出る大小400以上の河川が網の目のように県内
全域に広がっています。こうした豊かな森林と河川の持つ公益的な機能の恩恵を上流から下流まで全
ての県民が享受できるよう、「岐阜県ならではの自然を守る」ことが私たちの生活を維持するうえで重要
です。

そのため、県では、「清流の国ぎふ森林・環境税」を平成24年度から導入し、その税収を基に森林及び
河川の有する県土の保全、生物多様性の確保など公益的機能の維持増進を図るための事業を推進し
てきましたが、依然として課題も残されています。

こうした取組は、本県の誇る豊かな自然環境を未来へつなぐために必要なものであり、安定的に継続
していくため、「清流の国ぎふ森林・環境税」の期間を令和13年度まで延長させていただきたいと考えて
います。

「清流の国ぎふ森林・環境税」を活用して、平成24年度から15年間、水源地域や急傾斜地等の森林の
間伐、強風や大雪による倒木被害や停電を防ぐための危険木の除去、河川魚道の管理、鳥獣被害対
策など自然環境や生活環境の保全に取り組んできました。

また、未来の担い手の育成のための「ぎふ木育」、森林に触れる機会の創出のための森林空間の活
用促進、地域が主体となった森づくり・川づくり活動への支援などにも取り組んできました。

これまでの取組により、一定の成果を挙げてきましたが、依然として、早期に間伐を必要とする森林が
残り、鳥獣被害も増加傾向にあるほか、自然災害の激甚化・頻発化や地球温暖化の進展など社会課題
もあり、引き続き取組を進めていく必要があると考えています。

■「清流の国ぎふ森林・環境税」を活用したこれまでの取組について

■「清流の国ぎふ森林・環境税」の延長の方針について

「清流の国ぎふ森林・環境税」を活用した取組は、県民の安全・安心な暮らしを守り、本県の誇る豊か
な自然環境を未来へつなぐために必要なものであり、安定的に継続していくためには、財源の確保が不
可欠です。

そのため、より効果的かつ効率的な手法へと見直し、重点的に実施していくとともに、県民ニーズに応
じた内容への見直しを進めつつ、県民の皆様のご理解をいただきながら、本税を継続させていただきた
いと考えています。

概要版

■「清流の国ぎふ森林・環境税」の内容（令和９～１３年度）

■主旨

目 的 森林及び河川の有する県土の保全、地球温暖化の防止、生物多様性の確保その他の
公益的機能の重要性に鑑み、その公益的機能の維持増進を図るための事業に必要な
財源を確保することを目的としております。(清流の国ぎふ森林・環境税条例 第一条)

課税方式 県民税均等割に加算（超過課税）

税 率 個人：年額1,000円／法人：年額2,000円～80,000円(県民税均等割の10％相当額)

適用期間 令和９年度～令和13年度（５年間）

税収見込み 6,400百万円（1,280百万円／年×５年）

管理方法 ・税収は「清流の国ぎふ森林・環境基金」に積み立てて管理します。
・外部有識者等で構成する「清流の国ぎふ森林・環境基金事業評価審議会」が事業
を評価し、使途や評価結果を毎年公表します。

・令和11年度を中間見直し年とし、事業の実施状況や社会情勢の変化を踏まえ事業
内容の見直しを実施します。

参 考 国の森林環境税については、法律により、都道府県は市町村が実施する施策の支援
に使途が限定されているため、「清流の国ぎふ森林・環境税」を活用して実施する
事業には充てることはできません。



生活保全林

環境保全林

観光景観林

○水源地域や急傾斜地等の森林の間伐

○危険木の除去
○緩衝帯の整備

○天然更新が困難な森林等への
 早生樹等の植栽

○森林空間の活用を図るための施設整備

○ニホンジカ等の捕獲
〇担い手の確保・育成

○河川・農地における自然生態系の保全・再生

○環境学習プログラムや
 担い手研修の実施

○森づくり・川づくり活動への支援

（１）森林部門（事業費：4,909百万円／５年）

①環境保全林の整備 水源地域や急傾斜地等の森林の間伐

②里山林の整備 危険木の除去、緩衝帯の整備

③脱炭素社会に貢献する植栽 天然更新が困難な森林等への早生樹等の植栽

④ぎふの木でつくる公共空間整備 木材利用促進効果の高い施設の木造化・木質化

⑤木質ﾊﾞｲｵﾏｽｴﾈﾙｷﾞｰの利用促進 木質燃料を利用するストーブ等の導入

⑥「ぎふ木育」の推進 ぎふ木遊館の運営、森林環境教育の取組支援

⑦森林空間の活用促進 森林空間の活用を図るための施設整備

（２）環境部門（事業費：1,523百万円／５年）

①野生鳥獣個体数管理 ニホンジカ等の捕獲、担い手の確保・育成

②自然生態系の保全・再生 河川・農地における自然生態系の保全・再生

③環境学習・人材育成支援 環境学習プログラムや担い手研修の実施

（３）共通部門（事業費：１４６百万円／５年）

○地域活動の促進 森づくり・川づくり活動への支援

【主な取組】

■取組のイメージ



【重点】

①環境保全林の整備

2,707百万円②里山林の整備

743百万円

③脱炭素社会に貢献する植栽

250百万円

④ぎふの木でつくる公共空間整備

270百万円

⑤木質バイオマスエネルギーの利用促進

83百万円

⑥ぎふ木育の推進 655百万円
⑦森林空間の活用促進

202百万円

55％

15％

5％

6％

13％

4％

2％

【重点】

①野生鳥獣個体数管理

1,018百万円

②自然生態系の保全・再生

404百万円

③環境学習・人材育成支援

101百万円

7％

26％

67％

■環境部門（１，５２３百万円）の内訳

■森林部門（４，９０９百万円）の内訳

％は部門ごとに占める割合

％は部門ごとに占める割合
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